
 

 

損傷度：英数字 B：曲げひび割れ S：せん断ひび割れ

報告 中越沖地震で被害を受けた RC 造学校建物の柱の崩壊形に及ぼすカ

ットオフされた主筋の影響 
 

長橋 鉄雄*1・佐藤 裕次*2・加藤 大介*3・中村 友紀子*4 

 

要旨：2007 年新潟県中越沖地震で被害を受けた RC 造の学校建築物において，その柱の崩壊形が耐震診断で

は曲げ降伏型であるにもかかわらず，実際にはせん断破壊している例があった。この原因を探るため，コン

クリート強度・帯筋間隔・作用軸力を変化させた検討を行ったが，実被害を評価するに至らなかった。その

原因を当該柱の上下階の柱で必要な主筋の定着長さが当該柱に延長されている部分（定着延長筋）によるも

のと考え，その定着延長筋による柱頭・柱脚の鉄筋量の変化を考慮に入れた検討を行った。また，これは橋

脚にみられる段落とし鉄筋と同様の現象で，既往の段落としを有する橋脚の実験結果との関係を検討した。 

キーワード：耐震診断，カットオフ，せん断破壊，新潟県中越沖地震 

 

1. はじめに 

2007 年新潟県中越沖地震（以下中越沖地震）で被害を

受けた鉄筋コンクリート造の学校建築物において，その

柱の崩壊形が耐震診断では曲げ降伏型であるにもかか

わらず，実際にはせん断破壊している例があった。筆者

らはこの原因を探るため， 文献 1)において 1 階の柱を

対象にコンクリート強度・帯筋間隔・主筋降伏点強度を

変化させた検討を行ったが，実被害を評価することがで

きていない。 

本報告では，2階についても同様の検討を行う。また，

2 階においては破壊形式が一致しない大きな原因を当該

柱の上下階の柱で必要な主筋の定着長さが当該柱に延

長されている部分（以降，これを定着延長筋と呼ぶ）に

よるものと考え，その定着延長筋による柱頭・柱脚の鉄

筋量の変化を考慮に入れた検討を行う。さらに，これは

橋脚にみられる段落とし鉄筋と同様の現象なので，土木

分野で精力的に行われてきたカットオフ（段落とし）を

有する橋脚の実験結果との関係を検討し，当該柱の位置

づけを行う。 
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(a) 1 階平面図 

 
(b) 2 階平面図 

図－1 各階平面図と損傷度 
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2. 対象建物の概要 

対象建物は新潟県長岡市小国町にある S 小学校教室棟

である。本建物は 1963 年（昭和 38 年）に建設され，長

辺方向 16 スパン，短辺方向 2 スパンの RC ラーメン構造

3 階建である。基礎は杭基礎である。平面図を図－1，軸

組図の例を図－2 に示す。本建物は 2004 年新潟県中越地

震（以下中越地震）及び中越沖地震の双方の地震により

被災している。その被災度は中越地震で 1，2 階が小破，

中越沖地震では 1，2 階が中破であったが，本報告では

中破であった中越沖地震における被害を対象に検討す

る。平面図には，各柱の損傷度も記載している。 

 

3. 柱の崩壊形の検討 

3.1 1 階 A-11 柱の崩壊形のパラメトリックな検討 

 文献1)では，対象建物からのコンクリートコア，主筋，

帯筋を採取しそれぞれ強度試験を行い，その結果を試験 

値として採用した。診断値との比較を表－1に示す。 

図－3(a)～(c)は損傷度 IV のせん断破壊となった 1 階

A 通りの 11 柱（図－1(a)参照）を対象とし，基本的な材

料強度は表－1 の試験値を共通に用いた上で，いくつか

の要因を変化させ，評価された F 値を縦軸に示したもの

である。せん断強度式は広沢下限式(1)である。（引用文

献は診断基準，記号は文献 2）参照） 
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なお，F 値が 1 でも曲げ破壊とせん断破壊があり得る

ので，その境界は矢印で示してある。図－3(a)をみると，

材料強度の実測値である 32.7N/mm2では曲げ破壊である

が，22.5 N/mm2以下なるとせん断破壊となることがわか

る。一方，図 3－(b)，(c)をみると，帯筋間隔が 570mm

（この間隔は帯筋の効果の大小を示す指標と考えてい

る），作用軸力が 900kN を超えない限りせん断破壊しな

いことがわかる。すなわち，1 階については実際の材料

強度を用いると実破壊と診断結果が一致しないが，コン

クリート強度のばらつきを考えると，実際にはせん断破

壊したことも納得できる範囲と言えよう。 

 

3.2 2 階柱の状況 

2 階柱についてはその後行ったはつり調査により，1

階と異なる配筋状態が明らかになっている。図－4 に 2

階 A-4 柱の配筋とせん断破壊の様子を，図－5 にアイソ

メ図と高さ各位置での断面図を示す。これらをみると，

 

図－2  A 通り桁行方向軸組図 

表－1 診断で採用した値と材料試験値 
材料強度 

[N/mm2] 
診断値 
[N/mm2] 

試験値 
[N/mm2] 

標準偏差

[N/mm2] 
コンクリート強度Fc 22.5 32.7 7.6 

主筋降伏点強度 σy 294 355(1 階)/352(2 階)  

帯筋降伏点強度σwy 294 339  

F 値（コンクリート強度変化）
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(a) 1 階 A-11 柱コンクリート強度変化 

F 値（帯筋間隔変化）
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(c) 1 階 A-11 軸力変化 

図－3 1 階 A-11 柱各パラメータと F値との関係 
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設計における配筋は柱頭・柱脚ともにT-T’断面であるが，

1 階からφ22 の主筋が定着部分として 2 階の柱まで伸び

ていることがわかる。本報告ではこれらの鉄筋を定着延 

長筋と呼ぶが，この定着延長筋が桁行き方向の曲げに効 

く可能性があり，その影響を検討する必要がある。なお，

当該柱の場合，異なる定着延長長さをもつ２つの鉄筋が

あるので，α鉄筋とβ鉄筋と名付けておく。 

まず，これらの定着延長筋が曲げに有効だと考えたと

きの曲げ強度がどのように変化するかを検討した。図－

6にモーメントの耐力分布図を示す。図(a)は定着延長長

さが短いβ鉄筋が全く無効だとして無視し，一方，α鉄

筋は完全に有効と考えたものである（以降これを Case 1

と呼ぶ）。図(b)はαβ鉄筋とも完全に有効と考えたもの

である（以降これを Case 2 と呼ぶ）。図をみるとこれら

の両ケースで決まる曲げ降伏時せん断力でもせん断強

度を下回り，これだけではせん断破壊となった説明はで

きない。そこで、次節で 2 階柱についても 1 階柱と同様

のパラメトリックな検討を行う。 
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図－4 2 階 A-4 柱配筋図と被害の様子 
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図 6 モーメント耐力分布図 

 

3.3 2 階 A-4 柱の崩壊形のパラメトリックな検討 

図－7(a)，(b)，(c)は，図－3 と同様に，2 階 A 通り

の 4 柱を対象とし，基本的な材料強度は表－1 の試験値

を共通に用いた上で，いくつかの要因を変化させ，評価

された F 値を縦軸に示したものである。しかしながら，

何れもパラメータを変化させてもせん断破壊にならず，

1 階よりも実破壊の説明が付かない状況になっている。 
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(a) 2 階 A-4 柱コンクリート強度変化 
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(b) 2 階 A-4 柱帯筋間隔変化 
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図－7 2 階 A-4 柱各パラメータと F値との関係 
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図－5 2 階 A-4 柱アイソメ図と断面図
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3.4 層全体として柱の検討 

今までの検討は個別の柱を対象にしていたので，本節

では全柱について結果を示す。図－8 は，実被害がせん

断破壊である柱を対象にした場合の曲げ強度に対する

せん断強度の比を縦軸に，横軸に損傷度をとったもので

ある。図(a)が 1 階の柱でコンクリート強度を変えて２

ケース示している。図(b)が 2 階の柱で，図(b-1)(b-2)

がコンクリート強度を変えた場合，図(b-3)(b-4)が危険

断面を主筋カットオフ位置と考えた場合である。 

これらの図を見ると，1 階では 3.1 節で示した通り，

コンクリート強度に実測値を使うと全て曲げ破壊と判

定されるが（図－8(a-2)），診断採用値である 22.5N/mm2

を用いると，せん断破壊と判定される柱もでてくる（図

－8(a-1)）。 

図－8 1，2 階のせん断柱(実被害)の診断結果 

一方，2 階はコンクリート強度を変えただけでは，縦

軸が大きく 1 を上回り，せん断破壊とはならない（図－

8(b-1)(b-2)）。危険断面をα鉄筋のカットオフ点と考え

るとようやくせん断破壊と評価される柱もでてくる（図

－8(b-4)）。ただし，これは図 6 で示したように実際に

はそこまでは曲げ強度は上昇しない。 

一方，図－9 に，実被害が曲げ破壊である柱を対象に

した場合の曲げ強度に対するせん断強度の比を縦軸に，

横軸に損傷度をとったものを示しておく。 
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図－9 1，2 階の曲げ柱(実被害)の診断結果 

 

4. 定着延長筋の影響に関する考察 

4.1 定着延長筋の影響 

以上のように，1 階よりも 2 階の方が診断基準による

評価と現実の崩壊形の乖離が大きい。本報告ではその原

因の一つとして定着延長筋のカットオフ点における変

形の集中を考えた。すなわち，図－4(b)で示した破壊は

典型的なせん断破壊に見えるが，その発端は定着延長筋

端部付近での曲げひび割れであり，このような部材の中

間での曲げひび割れは，柱脚の曲げひび割れと異なり，

接合部の拘束がないためにせん断破壊のように斜めに

進展する。このひび割れ間での応力伝達機構が劣化し，

そこに変形が集中した結果，このようなせん断破壊的な

性状を示したと考えられる。 

これは橋脚における主筋の段落とし部の破壊と同じ

現象であり，このような曲げ強度がせん断強度よりも低

い場合でも，主筋の段落とし部から始まるひび割れによ

り変形能が低下することが明らかになっている 3),4),5)。 

これらの橋脚の段落としと本報告の柱との違いは，橋脚

で段落としされた主筋は段落としされるまではその橋

脚にとって必要な主筋であるのに対し，定着延長筋はそ

の柱にとっては全く不要な鉄筋である，という点である。

必要な鉄筋であれば，諸規基準により十分な定着長さが

とられ問題はないが（前述の橋脚の研究はまさにそのこ

とを検討した研究），不要である場合のその悪影響につ

いての検討は不十分であったと考えられる。そこで，本

報告では定着延長筋が柱の変形能に影響を及ぼすであ

ろう指標を定義し，その指標を用いて既往の橋脚の実験
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結果との関係の検討を試みる。 

 

4.2 定着延長筋の変形能に及ぼす影響係数（α）の定義 

 図－10(a)(b)は定着延長筋を有する柱の配筋図とモ

ーメント耐力分布を両端に曲げを受ける柱と片持ち柱

別に描いたものである。図－11は定着延長筋が完全に有

効と考えた場合の，定着延長筋の長さ Lcut とその柱の曲

げ降伏時のせん断力Qの関係の例を図示したものである。

横軸の Lcut は柱内法長さｈo により，縦軸の Q は柱脚が

降伏したときのせん断力（曲げ降伏強度はこれ以上にな

らないという意味で Qf,max と表記）により基準化され

ている。図の実線の x=0 の点が定着延長筋のない場合を

示しており，曲げ降伏強度の最小値 Qf,min を表している。 

また，曲線部分は定着延長筋のカットオフ点で耐力が決

まる場合、水平の直線部分は柱脚で決まる場合(Qf,max）

を表している。実際には定着は完全に有効ではないので，

この関係は右側に若干シフトするが，本報告ではその影

響は無視する。図－11において定着延長筋の変形能に及

ぼす影響係数(α)を式(2)で定義した。 
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1
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−

×
−
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cut

o

f

f

L
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Q
Qα          (2) 

ここで，ｈo は内法長さ，Lcut は定着延長筋の長さ，

Mc は定着延長筋のない断面の降伏モーメント，Mo は定

着延長筋のある断面の降伏モーメント，である。αは図

中の a/b であり，柱の変形能に対して以下のような定性

的な意味を持つ。 

・α=0：定着延長筋がない場合（変形能に影響しない） 

・αが 0 の近傍：定着延長筋の影響が無視しうる領域 

（変形能にほぼ影響しない） 

・αが 0 の近傍から 1：定着延長筋のカットオフ点で

曲げ強度が決まり，曲げ破壊でも変形能が劣化する領域 

・α=1 以上：計算上柱脚で曲げ強度が決まるが，変形

能を確保するためにはαがある程度大きい必要があ

る領域 

図－10 定着延長筋の配筋例とモーメント耐力分布 
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図－11  Lcut と柱の曲げ降伏時のせん断力 Qの関係 
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(a)β=Qs/Qm の場合 
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(b)β=トラス強度/Qm の場合 

図－12 1986 文献 4)による S小学校の位置づけ 

 

4.3 橋脚の段落とし試験体との比較 

前節で定義したαを用いて，段落としを有する橋脚の

実験結果 3),4),5)と S 小の柱を比較検討する。図－12(a)

は横軸に影響係数αを縦軸にせん断余裕度（Qｓ/Qm）

をとったもので，単純梁形式で行われた文献 4)の試験体

について示している。プロットは文献で示されている曲

げ的な破壊とせん断的な破壊に分けて示している。また，

あわせて 3 節で検討した 2 階の A4 柱と C3 柱をプロット

したが，図－6 で示した Case1 と Case2 の 2 ケースにつ

いて示してある。図をみると文献 4)の試験体は多くがせ

ん断余裕度が十分にあるにもかかわらず，せん断的な破

壊を示していることがわかる。また，その影響係数αは

0.5 から 3 程度に分布している。それらに対し，S 小の柱

は Case1 がせん断破壊的な試験体のグループの右側の集

団内に位置し，Case2 は同じグループの左側に位置して

いることがわかる。すなわち，文献 4)を参考にすると S

小の柱は段落とし部のせん断破壊と呼ばれる挙動と同

じ挙動を示していたと判断できる。曲げひび割れが斜め
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に進展した後のせん断抵抗機構はトラス機構による負

担が主となることが予想されるので，その変形能はせん

断強度そのものではなく，その中のトラス強度分に影響

される可能性もある。そこで，図－12(b)はせん断強度

にトラスのみの強度をとったものである。トラス強度は

具体的には広沢式の帯筋にかかわる項，式(1)の第 1 項を

0 にした式(3)による。図をみると，これらの試験体はト

ラス強度だけではせん断破壊になる試験体であること

がわかる。 

( ) jbpQ wyswsu ⋅⋅+⋅= 00.185.0 σσ       (3) 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0 1 2 3 4 5

影響係数 α

せ
ん

断
余

裕
度

 
β

S小学校柱(2F A4)-Case1

S小学校柱(2F C3)-Case1

S小学校柱(2F A4)-Case2

S小学校柱(2F C3)-Case2

 
(a)β=Qs/Qm の場合 
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(b)β=トラス強度/Qm の場合 

図－13 1984 文献 3)による S小学校の位置づけ
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 図－13，14 は図－12 と同様の図を片持ち柱で実験を

行っている文献 3)5)について示したものである。ただし，

文献3)では破壊形式は不明だったので，分類していない。

図－13に示した文献 3)の試験体は S 小の Case2 に近いα

であるが，トラス強度のみでも曲げ破壊になる試験体が

多い。図－14に示した文献 5)の試験体は橋脚の実験の主

目的であるα=1 前後の試験体が多い。 
 

5. まとめと今後の課題（既往の研究に対する位置づけ） 

(1)S小学校の1階の柱は材料強度に実測値を用いて評価

すると，実被害のせん断破壊とはならず曲げ破壊となる。 

寸法効果などの影響もあるだろうが，コンクリート強度

を下げるとせん断破壊と評価される柱もあり，ばらつき

の範囲（標準偏差 7.6N/mm2）と判断することも可能であ

る。 

(2)一方，S小学校の 2階の柱は材料強度を変化させただ

けではせん断破壊と評価できない。2 階の柱は 1 階の柱

からの定着延長筋があり，定着延長筋カットオフ点に発

生した曲げひび割れが斜めに進展することによる，橋脚

の段落とし部のせん断破壊と同じ現象と考えられる。 

(3)そこで，定着延長筋の柱の変形能に対する影響係数

αを定義し，これを用いて橋脚の実験結果と比較した。

その結果，S 小の柱は段落とし部のせん断破壊と呼ばれ

る挙動と同じ挙動を示していたと判断できる。 

 (4)橋脚の段落とし筋と定着延長筋ではその存在する

意味が異なるので，主たるαの範囲も異なる。今後，定

着延長筋を対象とした定量的な検討が必要である。 
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